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地球温暖化の現状 

地球温暖化とは 

現在、地球の平均気温は 14℃前後です

が、もし大気中に水蒸気、CO2、メタンな

どの温室効果ガスがなければ、マイナス

19℃ほどになります。太陽から地球に降

り注ぐ光は、大気を素通りして地面を暖

め、その地表から放射される熱を温室効

果ガスが吸収し大気を暖めています。 

近年、産業活動が活発になり、CO2、メ

タン、さらにはフロン類などの温室効果

ガスが大量に排出されて大気中の濃度

が高まり熱の吸収が増えたことで、気温

が上昇し始めています。これが地球温暖

化です。 

 

地球温暖化の影響 

地球温暖化による将来の主要なリスクとして、洪水・豪雨やインフラ機能の停止、熱中

症の増加等が予測されており、再生可能エネルギーの活用や省エネルギーの推進等によ

る対策が喫緊の課題となっています。 

 

 

出典：全国地球温暖化防止活動推進センターHP 

図 1-2 地球温暖化の影響  

出典：全国地球温暖化防止活動推進センターHP 

図 1-1 温室効果ガスと地球温暖化のメカニズム 
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地球温暖化対策を巡る動向 

国際的な動向 

(1) パリ協定 

令和２（2020）年以降の新たな温暖化対策の国際的枠組みとして、「パリ協定」が平

成 28（2016）年に発効されました。「パリ協定」は、世界全体での「脱炭素社会」の

構築に向けた転換点となるものであり、世界全体の目標として、産業革命以前に比べて

世界の気温上昇を２℃より十分低く保つとともに、1.5℃に抑える努力を追求すること

が掲げられています。 

その後、各国が温室効果ガス排出削減に向けた目標を掲げました。令和元（2019）年

12 月の国連気候変動枠組条約第 25 回締約国会議（COP25）においては、昨今の異常気

象への危機感の高まりを背景として、各国にさらなる削減努力の積み増しが求められ

ました。令和３（2021）年 10 月の国連気候変動枠組条約第 26 回締約国会議（COP26）

においては、「パリ協定」と「気候変動に関する国際連合枠組条約」の目標達成に向け

た行動を加速させるため、締約国が一堂に会して議論しました。 

 

(2) 持続可能な開発のための 2030アジェンダ：持続可能な開発目標（SDGs） 

平成 27（2015）年の国連総会で採択された「持続可能な開発のための 2030アジェン

ダ」は、21 世紀の世界が抱える包括的な課題に喫緊に取り組むための画期的な合意と

なりました。 

「誰一人取り残さない」ことを誓い、17 のゴール（目標）と 169 のターゲットから

なる「持続可能な開発目標（SDGs）」が掲げられ、行政のみならず民間企業においても

目標達成に向けた取組が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国際連合広報センターHP 

図 1-3 持続可能な開発目標（SDGs）の17のゴール  
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(3) Ｇ20海洋プラスチックごみ対策実施枠組 

令和元（2019）年６月に開催された、Ｇ20 持続可能な成長のためのエネルギー転換

と地球環境に関する関係閣僚会合において、「Ｇ20 海洋プラスチックごみ対策実施枠

組」が合意されました。 

同枠組は、具体的には、①環境上適正な廃棄物管理、海洋プラスチックごみの回収、

革新的な解決方策の展開、各国の能力強化のための国際協力等による、包括的なライフ

サイクルアプローチの推進、②Ｇ20資源効率性対話等の機会を活用し、Ｇ20海洋ごみ

行動計画に沿った関連政策、計画、対策の情報の継続的な共有及び更新の実施、③海洋

ごみ、特に海洋プラスチックとマイクロプラスチックの現状・影響の測定とモニタリン

グ等のための科学的基盤の強化等を内容としています。 

 

 

国内の動向 

(1) 2050年カーボンニュートラル宣言 

令和２（2020）年 10 月、内閣総理大臣の所信表明演説において、「2050 年までに、

温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すなわち 2050年カーボンニュートラル、

脱炭素社会の実現を目指す」ことが宣言されました。 

 

 

出典：環境省HP 

図 1-4 カーボンニュートラルのイメージ 

 

(2) ゼロカーボンシティ表明地方公共団体 

地球温暖化対策の推進に関する法律では、「都道府県及び市町村は、その区域の自然

的社会的条件に応じて、温室効果ガスの排出の削減等のための総合的かつ計画的な施

策を策定し、及び実施するように努めるものとする」とされています。 

こうした制度も踏まえつつ、昨今、脱炭素社会に向けて、2050 年二酸化炭素実質排

出量ゼロに取り組むことを表明した地方公共団体が増えつつあり、令和３（2021）年２

月時点で人口 1億人突破となりました。 
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(3) 2030年温室効果ガス排出削減目標を新たに設定 

令和３（2021）年４月に、令和 12（2030）年度の新たな温室効果ガス削減目標とし

て、平成 25（2013）年度から 46％削減することを目指し、さらに 50％の高みに向けて

挑戦を続けるとの新たな方針が示されました。 

 

(4) 地球温暖化対策推進法の一部改正 

令和３（2021）年５月に「地球温暖化対策推進法」の一部が改正され、2050 年カー

ボンニュートラルが基本理念として法に位置づけられました。2050 年カーボンニュー

トラルの実現に向けて、地域の再生可能エネルギーを活用した脱炭素化の取組や、企業

の排出量情報のデジタル化・オープンデータ化を推進する仕組みなどを定めています。

「地球温暖化対策推進法」の一部改正に伴い、地球温暖化対策計画が改定されました。 

 

(5) 地域脱炭素ロードマップ 

令和３（2021）年６月に「地域脱炭素ロードマップ～地方からはじまる、次の時代へ

の移行戦略～」が公表されました。令和 32（2050）年までの脱炭素社会の実現に向け

た取組と、関係府省・自治体などの連携の在り方について取りまとめられており、2030

年までに少なくとも 100ヶ所の「脱炭素先行地域」を創出することや、脱炭素の基盤と

なる重点対策を全国で実施する取組が示されています。 

 

 

出典：環境省HP 

図 1-5 脱炭素ロードマップのイメージ 

 

(6) 地球温暖化対策計画の閣議決定 

令和３（2021）年 10月に地球温暖化対策計画が閣議決定されました。 

本計画は、地球温暖化対策推進法に基づく５年ぶりの改訂であり、二酸化炭素以外も

含む温室効果ガスの全てを網羅し、新たな 2030年度目標の裏付けとなる対策・施策を

記載して新目標実現への道筋を描いています。 
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「地域循環共生圏」とは、各地域がその地域固有の資源を活用しながら自立・分散型

の社会を形成しつつ、地域の特性に応じて資源を補完し支え合うことにより、地域の活

力が最大限に発揮されるという考え方です。 

地域の資源、自分たちの目の前にあるものの可能性をもう一度考え直し、その資源を

有効活用しながら環境・経済・社会の課題の同時解決する事業を生み出し、資源を融通

し合うネットワークを形成することを目指しています。 

 

 

出典：環境省HP 

図 1-6 地域循環共生圏の概要 
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高知県の動向 

(1) 高知県地球温暖化対策実行計画（区域施策編） 

高知県は、地球温暖化問題を取り巻く国内外の動向を踏まえ、県内において地球温暖

化対策を強化していくため、令和３（2021）年３月に「高知県地球温暖化対策実行計画

（区域施策編）」を改訂しました。この計画では、令和 12（2030）年度における温室

効果ガスの削減目標を平成 25（2013）年度比で 47％削減することとしています。 

 

出典：高知県「高知県地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」 

図 1-7 高知県の削減目標 

 

(2) 高知県脱炭素社会推進アクションプラン 

高知県は、令和４年（2022）３月に、「2050年カーボンニュートラルの実現」と「経

済と環境の好循環」の創出に向けた具体的な取組の道筋を示す「高知県脱炭素社会推進

アクションプラン」（第Ⅰ期）を策定し、取組を進めてきました。 

さらに令和６年（2024）３月にアクションプランに掲げる目標の達成に向けて、第Ⅰ

期（令和４年～５年）の取組による成果や見えてきた課題への対応を踏まえるととも

に、社会情勢の変化に伴う潮流を捉え、引き続き本県の強みである豊富な自然資源を生

かした取組を強化させた「第Ⅱ期高知県脱炭素社会推進アクションプラン」を策定しま

した。 

 

 
出典：高知県「第Ⅱ期高知県脱炭素社会推進アクションプラン」PR版パンフレット 

図 1-8 高知県のカーボンニュートラル実現に向けた基本的な考え方  
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(3) 気候変動適応計画の位置づけ 

地球温暖化やその他の気候変動に起因して生活、社会、経済及び自然環境に影響が生

じていること並びに長期にわたり拡大するおそれがあることに鑑み、気候変動適応を

推進し、もって現在及び将来の国民の健康で文化的な生活の確保に寄与するため、気候

変動適応法（以下「法」という。）が平成 30（2018）年 12 月１日に施行されました。 

法第 12条において、都道府県はその区域の気候変動適応の推進に当たって自ら計画

（地域気候変動適応計画）を策定するよう努めることとされています。高知県では、平

成 29（2017）年３月に改定した「高知県地球温暖化対策実行計画第８章（気候変動の

影響への適応）」において、気候変動適応に関する取組項目をまとめていることから、

これを法における地域気候変動適応計画として位置づけることとしています。 

 

表 1-1 高知県における影響と適応策（一部抜粋） 

 

出典：高知県「高知県地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」 

 

(4) 高知県気候変動適応センター 

法第 13条において、都道府県は、その地域における気候変動影響及び気候変動適応

に関する情報の収集、整理、分析及び提供並びに技術的助言を行う拠点としての機能を

担う体制を確保するよう努めることとされています。 

高知県においては、この拠点として、「高知県気候変動適応センター」を高知県衛生

環境研究所内に設置し、将来起こり得る気候変動の影響による被害の回避・軽減対策

（適応策）を進めています。 
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(5) 地域脱炭素化促進事業の促進区域の設定に関する環境配慮基準 

高知県では、令和３（2021）年６月に行われた地球温暖化対策の推進に関する法律の

改正を受け、市町村の地域脱炭素化促進事業の促進区域の設定に関する高知県の環境

配慮基準を取りまとめました。この基準では、再生可能エネルギー発電施設、熱供給施

設を対象に基準が設けられ、自然的・社会的条件に応じた環境の保全への適正な確保を

進めています。 

 

表 1-2 促進区域に含めることが適切でないと認められる区域（一部抜粋） 

 

出典：高知県「高知県促進区域の設定に関する環境配慮基準」 

 

表 1-3 促進区域の設定、事業実施に当たり配慮が必要となる区域（一部抜粋） 

 

出典：高知県「高知県促進区域の設定に関する環境配慮基準」 
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(6) こうちカーボンニュートラル推進フォーラム 

高知県では、2050 年のカーボンニュートラル達成に向けて、アクションプランを策

定するなどの取組を進めていますが、それに加え、県民・事業者を含めたオール高知で

「高知の未来」を守るため、それぞれができることを学び、考える「こうちカーボンニ

ュートラル推進フォーラム」を開催しています。 

 

 

出典：こうちカーボンニュートラル推進フォーラム2024HP 

図 1-9 こうちカーボンニュートラル推進フォーラム2024 


